
Ⅰ　総括表

１．基本的事項　［法人の基本情報を把握］

千円 千円 ％

２．事業の意義の検証 ［設立目的や事業内容等から事業の意義を検証］（様式２関係）

■ 有 □ 無 ■ 有 □ 無 ■ 有 □ 無

３．経営健全性等の検証
３－１．主な財務・経営指標 ［特に注意すべき財務・経営上の項目を把握］（様式３－１関係）

（注） 債務超過又は累積損失ありの場合、財務状況の把握、注意が必要。 （注） 純損失計上が継続している場合は、経営状況の把握、注意が必要。

(注) 公社等の財務・経営状況に関する所管課による検証結果を記入すること。

３－２．主な県の関与状況 ［県の財政的リスクや人的関与状況を把握］（様式３－２関係） ３－３．

(注) 公社等に対する県の財政支援・人的支援の必要性について、その理由を含め、所管課による検証結果を記入すること。

４．費用対効果の検証（地方創生に資する公社等の有効活用を含む） （様式４関係）

③代替可能性の視点②県の関与の必要性の視点①公社等の必要性の視点

代表者

設立時期

類型

短期貸付金残高

長期貸付金残高

財務・経営状況の検証

中期経営健全化
計画の策定

□ 有 ■ 無

項目

県の財政支援等合計

うち補助金

うち委託料

当期一般正味財産増減額（注）
[当期純損益] △1,037

当期経常増減額
[経常損益] △1,037

経
営
状
況

□ 県のアウトソーシング先　 ■ 自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体　 □ 国制度や枠組みでの事業実施　 □ 他団体主導

法人名称

（（公財）山形県産業技術振興機構）（様式１）

R４年度（千円）項目 チェック

公益財団法人山形県産業技術振興機構

設立目的
［定款記載内容等］

この法人は、山形県における産学官連携創造サイクルの創生、先端技術に関わる研究開発プロジェクトの推進、先導的な研究
開発の支援と技術支援基盤の整備等により、県内企業の市場競争力を強化し、本県産業の自立的発展に貢献することを目的と
する。

主な
事業内容・
事業実績

（注１）

(1) 産学官連携促進に関する事業　　【実績】・産学官連携コーディネート事業：マッチング件数 26件、産学官連携件数31件　　・
バイオ担当コーディネータによる共同研究等支援事業：競争的資金等への提案・採択６件　　・医療分野総合支援マネジメント事
業：競争的資金等への提案・採択３件　　・IoT活用コーディネート事業：マッチング件数13件　　・産学官連携による研究開発プロ
ジェクト：３件（外部資金プロジェクト採択）　　・やまがた産業技術振興基金事業：20件
(2) 研究開発プロジェクトの推進事業　　【実績】・有機エレクトロニクス関連産業集積促進事業：実証施設の運営　　・コーディネー
タ等３名による企業の製品開発支援、販路開拓支援：山形大学と企業の共同開発支援２件、有機エレクトロニクス製品量産化等
支援４件　　・首都圏営業推進拠点の運営
(3) 高度技術者の養成に関する事業　　【実績】技術者研修事業：10テーマ、受講者 計159名
(4) 県内企業の依頼に係る工業材料及び製品の試験、分析及び加工　　【実績】工業材料試験分析：7,836点

項目 R４年度（千円）

県所管課・担当 産業技術イノベーション課・ものづくり振興担当

http://www.ypoint.jp/

29.4県出資比率うち県出資額1,116,492 328,596

平成16年４月１日

公社等見直し計画

チェック

373,274

0 OK

0

0 OK

OK

OK

1,945,220

828,728

財
務
状
況

資産合計

負債合計

2,058,058

事業の意義
の検証（注２）

（注） 県が損失補償等をしている又は債務の元利償還金への県の関与が大きい（10%以上）場合、経営健全性や財政リスクについて、注意が必要。

3 0 3

総収入に占める
県財政支援等の割合 69.4%

　当期純損失が発生しているが、国債満期によって運用益が減ったことなどによるものである。今後も一般正味
財産の残額に注視しつつ事業を実施するとともに、法人の今後の有り方について検討していく必要がある。

正味財産合計（注）
 [純資産(負の場合、債務超過)]

正味財産-基本財産等（注）
[利益剰余金又は累積損失]

R４年度（千円,％）

187,932

151,859

36,073

経常収益 372,237

経常費用

HPアドレス

所在地理事長　木村　和浩 山形県山形市松栄２－２－１　高度技術研究開発センター内

基本財産（資本金）

3 1

組織体制（人）

（R5年7月現在）

112,838

うち借入金 77,000

債務の元利償還金に対する
県（補助金・貸付金）依存率（注）

0.0% OK

項目 R４年度（千円,％） チェック

損失補償・債務保証残高（注）

        2.事業の意義の検証は、各視点（①～③）に基づき、事業の意義の有無について、該当するものいずれかを■とすること。

（注） 1.主な事業内容・実績は、主要事業とその実績を箇条書き等で簡潔に記載すること。

純損失あり

当期経常外増減額
[経常外損益] 0

（注） 1.当該事業を公社等が行うことが最も効率的で効果的であるかどうか、また、費用対効果の観点から、費用（県による出資、補助金、その他の財政支出）に見合う効果が出ているかなど
　　　　 について、事業の意義の検証及び経営健全性等の検証結果も踏まえながら、所管課による検証結果を記入すること。
　　　 2.費用対効果が乏しいと認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含めた見直しを行う必要がある。
　　　 3.費用対効果の検証のうち、特に、地方創生に資する内容がある場合、「地方創生に資する公社等の有効活用」の観点を含め記入すること。

県の関与の必要性の検証
　県と密接な連携のもと、県の施策目標である県内企業の技術開発・付加価値生産性の向上及び本県における
新産業・新技術の創出の取組みを効果的・効率的に進めるためには、県の財政支援・人的支援が必要である。

うち県退職者常勤役員 うち県職員 うち県退職者 正職員 うち県職員

　産学官連携による新技術等の共同研究開発や製品開発の推進、地域中小企業等による新産業・新事業・新技術の芽だし、育成の支援を効
率的・効果的に実施しており、期待される効果を上げているものと認められる。
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様式１（総括表）



（（公財）山形県産業技術振興機構）（様式１） 公社等見直し計画
５．見直し工程表

情報公開

その他

県の長期貸付金 ―

Ⅴ　その他

ホームページで公開している。

―

(注) 各項目について、検証結果等を踏まえた今後の見直し内容及びスケジュールを記入すること。

当期純損益赤字２期
以上かつ今後３期以
内に累積損失が生じ
る見込み

―

県の損失補償等 ―

元利償還金への
県依存率10%以上

―

中期経営改善計画
等の策定

―

Ⅳ　費用対効果 ―

財政支援等

事業等の効率的な執行により県補助金
の縮減を図っていく。

―

人的支援等
県の施策と連携して県派遣職員のあり
方について検討していく。

　Ⅲ－３　経営健全化・財政リスク

債務超過 ―

累積損失 ―

Ⅲ　経営健全性

　Ⅲ－１　財務・経営

収入確保
各事業年度において、国等の公募型研
究開発資金等の確保に努める。

支出削減
引き続き、管理費の節減に向け、効率
的な事業執行に努める。

その他収支改善

国や県等からの補助及び委託事業等で
期限が定められているものを除き、今後
の社会情勢や事業背景等の変動に対
応した事業の見直しについて継続的に
検討する。

　Ⅲ－２　県の関与

項目 見直し内容 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度

Ⅱ　事業の意義
継続して県内企業の研究開発及び人材
育成推進に努める。

様式１（総括表）



Ⅱ　事業の意義の検証

１．公社等の設立目的・事業内容等　［当初の設立目的、現在の事業内容・事業実績を把握］

２．事業の意義の検証 ［社会経済情勢等の変化等を踏まえた公社等の必要性の有無の検証］

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

３．公社等の抜本的改革の内容等 ［上記検証の結果、１つでも「無」がある場合は記入］

説明（現状及び今後の見直しを踏まえた検証結果）

県内企業の技術開発力・付加価値生産性の向上及び本県における新産業・新技術の創出
を促進していくことは、高い公益性を有する。

――終了予定時期

②県の関与の必要性
　 県の出資者としての立場や出
   資の意図が希薄化していない
　 か

営利事業としての実施は困難であること、企業との取組みを効果的・効率的に進めるために
は柔軟かつ迅速な事業実施が求められることから、出資法人による運営が適当である。

―

（注） 各視点（①～③）に基づき、必要性の有無のいずれかを■とすること。「説明」欄には、現状及び今後の見通しを踏まえた所管課による検証結果を記入すること。

事業内容
・事業実績

（注３）

(1) 産学官連携促進に関する事業
【実績】産学官連携コーディネート事業　マッチング件数 26件、産学官連携件数 31件
バイオ担当コーディネータによる共同研究等支援事業　競争的資金等への提案・採択６件
医療分野総合支援マネジメント事業　競争的資金等への提案・採択３件
IoT活用コーディネート事業　マッチング件数13件
産学官連携による研究開発プロジェクト　３件（外部資金プロジェクト採択）
やまがた産業技術振興基金事業　20件
(2) 研究開発プロジェクトの推進事業
【実績】有機エレクトロニクス関連産業集積促進事業　実証施設の運営
コーディネータ等３名による企業の製品開発支援、販路開拓支援　山形大学と企業の共同開発支援２件、有機EL照明量産
化支援４件
首都圏営業推進拠点の運営
(3) 高度技術者の養成に関する事業
【実績】技術者研修事業　10テーマ 　受講者 計159名
(4) 県内企業の依頼に係る工業材料及び製品の試験、分析及び加工
【実績】工業材料試験分析　7,836点

（注） 1.類型は、公社等の事業内容や出資状況等を踏まえ、該当するものいずれかを■とすること。

(注) 事業の意義が無い場合、公社等の民営化・廃止等を含む抜本的改革が必要となることから、その内容と今後の方向性を記入すること。
　　  また、終了予定時期と終了時期設定の考え方を記入すること。

：県のアウトソーシング先として設立（県の業務の受け皿）；「公の施設」の管理や県の業務の委託先　など

：自律的サービスの提供主体として設立（サービスの主体）；財産（基金）を活用した公益サービス提供、公共的事業を行う株式会社　など

：国の制度や枠組みに基づき全国的に設立（政策の担い手）；法令等に基づき政策の担い手として位置づけられている団体　など

：他団体主導（運営）；県が主導的に運営していない公社等【他団体主導】

【県のアウトソーシング先】

【自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体】

【国制度や枠組みでの事業実施】

本県の産業振興を目的とした高い公益性を有する法人であるため、県が設立主体のひとつ
として設立した。

③代替可能性
　 県が直接実施する場合や民営
　 化、他公社等との統合と比較し
　 引き続き公社として行うことが
   最も適当か

終了時期設定の考え方

公社等見直し計画

         3.事業実績は、活動指標（各公社等の目的の達成度や事業成果を定量的に評価できる項目）を設定のうえ、その評価、今後の見込み、見直し内容を含めて記入すること。

①公社等の必要性
　  設立目的を達成済又は設立
　　目的が社会経済情勢の変化
　　により希薄化していないか

（様式２） （（公財）山形県産業技術振興機構）

設立時期・沿革 （財）山形県材料試験センターを母体に、（社）山形県工業技術研修所、（財）山形県企業振興公社（研究開発部門）を移管し、平成１６年４月設立

        2.類型の考え方

設立目的
[定款記載内容等]

　この法人は、山形県における産学官連携創造サイクルの創生、先端技術に関わる研究開発プロジェクトの推進、先導的
な研究開発の支援と技術支援基盤の整備等により、県内企業の市場競争力を強化し、本県産業の自立的発展に貢献する
ことを目的とする。

事業の意義（注）

（公社等の必要性）

出資団体
［名称、金額、割合］

【基本財産】   310,312千円　内　県 310,000千円（99.9％）、民間企業　312千円（0.1％）、独自財産0千円（0.0％）
【特定資産】　 806,180千円　内　県 18,596千円（2.3％）、民間企業　0千円（0.0％）、独自財産787,584千円（97.7％）
【合計】　　　 1,116,492千円　内　県 328,596千円（29.5％）、民間企業　312千円（0.03％）、独自財産787,584千円（70.5％）

視点

類型（注１,２） □ 県のアウトソーシング先　 ■ 自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体　 □ 国制度や枠組みでの事業実施　 □ 他団体主導

様式２（事業の意義）



Ⅲ　経営健全性等の検証

Ⅲ－１．財務・経営状況 (注)  (1)（２）は公益法人の会計基準を前提とした構成であるため、株式会社等については、適宜項目を修正すること。

（１）財務状況　［貸借対照表により財務体質を把握］ （単位：千円,％）

（２）経営状況　［正味財産増減計算書（損益計算書）により経営状況を把握］ （単位：千円,％）

（３）財務・経営状況の検証及び見直し内容　[財務・経営状況について検証し、収支改善や経営の効率化のための取組内容を把握]

　当期純損失が発生しているが、国債満期によって運用益が減ったことなどによるものである。今後も一般正味財産の
残額に注視しつつ事業を実施するとともに、法人の今後の有り方について検討していく必要がある。

（流動負債のうち借入金の減）
立替払いとなる国事業実績の減少
（固定負債の増）
退職給付引当金の増

（基本財産等運用益の減）
国債１件の満期解約に伴う利息収入の減
（その他経常収益の増）
特定資産の減価償却費の増による一般正味財産への振替額の増

（経常費用のうち減価償却費の増）
取得資産の満額償却開始に伴う増

収入確保
（利用者負担の見直し、

債権回収等）

支出削減
（給与の見直し、組織
機構のスリム化等）

その他収支改善や
経営効率化の取組

これまでの実績

国や県等からの補助及び委託事業等で期限が定められているものを除き、今後の社会情勢や事業背景等の変動に対
応した事業の見直しについて継続的に検討していく。

国等の公募型研究開発資金等の活用により収入の確保を図るとともに、管理費の節減、事業経費等の効率的な執行
に努めている。

固定負債 5,274 6,463 7,245 782 112.1

132,350 105,593 △26,757 79.8

うち借入金 75,000 100,000

(注) 「財務・経営状況の検証」のうち、長期借入金については、「償還完了（見込み）時期」「償還財源」を明らかにしたうえで、問題が無いか検証した結果を記入すること。

長期借入金
（注）

―

見
直
し
内
容

項目 検証結果・見直し内容（具体的に記載すること）

各事業年度において、国等の公募型研究開発資金等の確保に努める。

人件費については、県職員に準拠している。
引き続き、管理費の節減に向け、効率的な事業執行に努める。

（様式３－１）

備考（増減割合が10％以上の場合その理由等）

うち借入金 0

流動負債 107,757

固定資産 1,972,449 1,949,461

流動資産 216,879 244,279 219,909 △24,370 90.0

貸
借
対
照
表

項目 R２年度 R３年度

財務・経営状況の検証

R４年度 対前年度増減額 対前年比

うち特定資産 1,639,842 1,619,622 1,511,733 △107,889 93.3

1,838,149 △111,312 94.3

うち基本財産 310,312 310,312 310,312 0 100.0

93.8

77.077,000 △23,000

資産合計 2,189,328 2,193,740 2,058,058 △135,682

0 0

負債合計 113,031 138,813 112,838 △25,975 81.3

0

指定正味財産 1,944,880 1,923,470 1,814,800 △108,670 94.4

うち基本財産充当額 0 0 0 0

1,504,488 △108,670

うち基本財産充当額 310,312 310,312 310,312 0 100.0
うち特定資産充当額 1,634,568 1,613,158 93.3

一般正味財産 131,417 131,457 130,420 △1,037 99.2

正味財産合計
[純資産(負の場合、債務超過)]（注1）

2,076,297 2,054,927 1,945,220 △109,707 94.7

うち特定資産充当額 0 0 0 0

正味財産－基本財産等
[剰余金又は累積損失]（注1,2）

828,015 873,651 828,728 △44,923 94.9

負債・正味財産合計 2,189,328 2,193,740 2,058,058 △135,682 93.8

正
味
財
産
増
減
計
算
書

(

損
益
計
算
書

)

項目 R２年度 R３年度 R４年度 対前年度増減額

7,323 5,779 4,727 △1,052

37,875 35,202 36,073 871

経常費用のうち減価償却費（再掲） 23,354 34,194

経常費用 424,792 386,219 373,274 △12,945

当期正味財産増減額

△12,973

受取会費 0 0 0 0

対前年比 備考（増減割合が10％以上の場合その理由等）

経常収益 431,792 386,259 372,237 △14,022 96.4

基本財産等運用益

△53,351 △21,370 △109,707 △88,337 513.4

当期指定正味財産増減額 △60,351 △21,410 △108,670 △87,260 507.6 国債満期により運用益が減

当期一般正味財産増減額
 [当期純損益]（注）

7,000 40 △1,037 △1,077 △2,592.5

（（公財）山形県産業技術振興機構）

96.4

        2.「基本財産等」は、当該公社等の財産的基礎をなすものとして、資本金、基本財産、特定資産など公社等ごとに個別に判断して算出する必要があることに注意。
           従って、「正味財産－基本財産等」は、公社等の活動により生じた正味財産（純資産）の増加（減少）部分に相当するものとして、剰余金又は累積損失を表すものであること。

7,000 40 △1,037 △1,077 △2,592.5

事業費 403,315 363,812 350,839

経常費用のうち人件費（再掲） 110,300 107,683

公社等見直し計画

△2,617 97.6

105.4

102.5

その他経常収益 81,600 83,606

0

経常外収益 0 0 0 0

106,529

管理費 21,477 22,407 22,435 28 100.1

（注） 1.「債務超過」「累積損失あり」の場合、様式３－３「経営健全性・財政リスクの検証」を記入すること。

94,061 10,455 112.5

受取補助金等 304,994 261,672 237,376 △24,296 90.7

受託収益 0 0 0 0

事業収益

96.6

81.8

(注) 当期純損失が２期以上継続かつ今後３期以内に累積損失が生じるおそれがある場合、様式３－３「財政的ﾘｽｸ・費用対効果の検証」を記入すること。

40,305 6,111 117.9

当期経常増減額 [経常損益]

経常費用のうち物件費（再掲） 129,157 88,403 93,214 4,811

当期経常外増減額 [経常外損益] 0 0 0 0

経常外費用 0 0 0

様式３－１（財務・経営）



Ⅲ－２．県の関与状況等
（１）県の財政的関与状況　［県による公社等への財政支援状況を把握］ （単位：千円,％）

補助金

委託料

その他

(注) 「損失補償等の残高がある」又は「元利償還金に対する県依存率10％以上」の場合は、様式３－３「経営健全性・財政リスクの検証等」を記入すること。

（参考）国・県・市町村その他の財政的関与状況（R４年度決算） （単位：千円,％）

（２）県の財政的関与状況詳細 （単位：千円）

ものづくり産業マネジメント人材育成事業委託

成長分野参入人材育成事業委託

(注) 欄が不足する場合は、適宜欄を挿入して記載すること。委託料は、契約相手方の決定方法及び指定管理者に関する事項も記入すること。

（３）県の人的関与状況　[役職員の状況（注１）等を把握] （単位：人）

（４）役員報酬の状況

名 千円

（５）県の関与の必要性の検証及び見直し内容　［県の財政支援等の必要性の検証、必要に応じ、見直し内容を把握］

(注) 公社等に対する県の財政支援・人的支援の必要性や組織機構のスリム化等について、所管課の検証結果及び見直し内容等を記入すること。

ロボット活用人材育成事業 2,044

対象役員数 報酬総額（R４年度）

3 △1
0

うち県職員

うち県退職者

正職員

うち県職員

合計額 183,842 187,932 214,577

1,257

10,7662

（注）1.対象役員数は、役員のうち無報酬のものを除く。
       2.対象役員数が1名の場合、当該個人年収が明らかになるおそれがあることから、報酬金額は掲載しない。

項目

非常勤役員

うち県職員

うち県退職者

非正職員

うち県職員

20
0
4うち県退職者1 1うち県退職者

3 3 0
7 6 △1

備考（増減理由、新規・継続の別等）

【出資・出えん金】 0 0 0

R５年度

【損失補償・債務保証】 0 0

【短期貸付】 0 0 0

元利償還金に対
する県依存率（注）

0

76,862 33.6% 151,859 66.4%

328,596 328,596 0 100.0

0 0 0

0 0

合計

0

228,721

36,073

県と密接な連携のもと、県の施策目標である県内企業の技術開発・付加価値生産性の向上及び本県における新産業・新技術の創出の取組みを
効果的・効率的に進めるためには、県の財政支援・人的支援が必要である。

R４年度 R５年度 増減 R４年度 R５年度 増減

0 0 0
3 3 0 5 5 0

2

項目

常勤役員

4

0

(注) 1.役職員の人数は、各年７月１日現在の人数を
         記入すること。

　　  2.非正職員の正職員換算人数は、（非正職員の
         所定の総労働時間数）÷（正職員の所定の労
         働時間数）で算出し、合計を記入すること。

0

0 0 0

長期借入金残高 0

項目

項目 R３年度 R４年度

委託料 0 0.0% 36,073 100.0%

177,850

医療・福祉・健康分野総合支援事業費補助金 5,925 8,666 10,405 継続

山形県産業技術振興機構運営費等補助金 42,539 43,315 45,810 継続

有機エレクトロニクス事業化支援事業費補助金 22,139 21,497 22,718 継続

有機エレクトロニクス総合支援事業費補助金 1,500 7,003 9,000 継続

先端バイオ活用促進事業費補助金 3,482

16,085 継続

ＤＸ推進運営事業費補助金 0 0 7,864 新規

有機エレクトロニクス実証等事業費補助金 52,002 51,600 52,015 継続

ＤＸ推進計画策定支援事業費補助金 0 0 6,518 新規

生産性向上ビジョン作成支援事業費補助金 0 0 2,500 新規

（様式３－２） （（公財）山形県産業技術振興機構）

【委託料】 35,202 36,073 36,727

技術者研修事業委託 5,492 6,136 6,040

【負担金、会費等】 0 0 0

0

項目

出資（出えん）金
損失補償（債務保証）残高(注）

短期貸付残高

長期貸付残高

R２年度
365,116

0

0

0

0.0%

1,963 2,010

1,193 1,109

工業材料試験事業委託 13,851 13,851

産学官連携コーディネート事業費補助金 15,611 15,170

【補助金】 148,640 151,859

【長期貸付】 0 0

補助金

対前年比対前年度増減額

割合 「その他」の名称

0 0 0

102.24,090187,932183,842

69.4% 7.1P62.3%

R３年度R２年度

243,331

70.2%

R３年度 R４年度 対前年度増減額 対前年比

国 割合 県 割合

0

35,202

0.0% 0.0% 0.0P

合計

公社等見直し計画

割合

0.0%

0.0%

その他

0

0

0

市町村

0

項目

0

37,875

0

事業類型：

148,640205,456

総収入に占める県の
財政支援等の割合

0

0.0%

0.0%

自律的サービス

18 18 0
非正職員の正職員

換算人数（注２）

20 0
0 0
3 △1

1 1 0
2

102.23,219151,859

36,073 871 102.5

R４年度

4,608 4,935 継続

IoT等活用コーディネート事業費補助金 5,442 0 0 事業が終了したため

5,761 6,033 6,072

ものづくり人材育成研修コーディネート支援事業委託4,001 3,990 4,096

14,277

施設業務委託 2,941 2,944 2,941

様式３－２（県の関与等）



Ⅲ－３．経営健全性・財政的リスクの検証等

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

（２）中期経営改善計画等の策定状況　［経営健全化に向けた見直しを含む中期的な計画の策定状況を確認］

□ 有 ■ 無

（注） 上記計画を策定している場合は、その写しを添付すること。

～

計画期間 主な取組内容

左記いずれかに該当有の場合その理由

―

―

―

―

―

(注) 各項目について該当の有無のいずれかを■とすること。いずれかの項目で「有」に該当がある場合、指導指針第５（３）により経営健全性が無い又は県にとって財政的リスクがあるものと
　　  判断することとなるため、上記項目に該当することとなった理由、解消時期等の明示を求めたうえで、必要に応じて中期経営改善計画の策定を求めるなど、経営健全化に向けた見直しを
       行うこと。

項目

①債務超過（正味財産合計が

　　ﾏｲﾅｽ）に陥っていないか

②累積損失（正味財産－基本

    財産等がﾏｲﾅｽ）が生じてい
　 ないか

―

―

―

公社等見直し計画

（１）経営健全性・財政的リスクの検証　［経営健全化等の努力が必要又は県にとって財政的リスクがある公社等について、今後の対応方針を確認］

―

今後の対応方針

策定の有無

（様式３－３） （（公財）山形県産業技術振興機構）

―

―

③当期純損益赤字が２期
   以上継続し、かつ今後
   ３期以内に累積損失が
   生じるおそれが無いか

④県の損失補償、債務保
　 証を受けていないか

⑥債務の元利償還金の財
　 源の10%以上を県補助
   金・貸付金等に依存し
   ていないか

該当の有無（注）

⑤県から長期貸付金を受
　 けていないか

― ―

様式３－３（経営健全性、財政的リスク）



Ⅳ　費用対効果の検証（地方創生に資する公社等の有効活用を含む）

１．費用対効果の検証

１－２．地方創生に資する公社等の有効活用　［健全な経営を前提とした公社等の有効活用方法を検討］

２．費用対効果に係る見直し内容

(注) 検証の結果、「費用対効果が乏しい」と認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含めた見直し内容（又は今後の方針）を記入すること。
　　  その他の公社等にあっては、当該公社等の運営をより効率的かつ効果的に実施するための見直し内容（又は今後の方針）を記入すること。

―

（様式４） （（公財）山形県産業技術振興機構）

　産学官連携による新技術等の共同研究開発や製品開発の推進、地域中小企業等による新産業・新事業・新技術の芽だし、育成の支援を効
率的・効果的に実施しており、期待される効果を上げているものと認められる。

有効活用の視点 内容

①地方公共団体の区域を超えた活動
　複数の地方公共団体がそれぞれの区域を超えて共同で事業を実施するための
簡便で有効な手法の一つとして、機動的、弾力的な事業実施が可能。

②民間企業の立地が期待できない地域における事業
実施
　民間企業の立地が期待できない中山間地域や離島などの地域において、産業
振興、地域活性化等に取組むための有効な手法となる場合があり、民間の資金
やノウハウの適切な活用による地域活性化等に取組むことが可能。

③公共性、公益性が高い事業の効率的な実施
　公社等が民間企業と同様の機動的、効率的な経営手法で行政の補完・代行機
能を果たすことにより、地方公共団体が直接実施するよりも効率的又は効果的に
行うことが可能。特に、民間企業では公共性、公益性が担保できない事業におけ
る確実かつ円滑な進捗が可能。

―

(注) 1.第４（事業の意義の検証）、第５（経営健全性等の検証）を踏まえ、当該事業を公社等が行うことが最終的に最も効率的で効果的であるかどうか、費用対効果の観点から、費用（県による
　　    出資、補助金その他の支援）に見合う効果（県民サービスや県民福祉の向上につながる成果）が出ているかなどについて、以下の点を参考に総合的に検証し、記入すること。
　　　  ・ 事業実績が県の出資目的に照らし期待される効果を上げているか。
　　　  ・ 事業成果が費用（県による出資、補助金、その他の財政支出）に見合っているか。
　　　  ・ 公社等の運営（事業手法やサービス提供方法）が効率性等に十分配慮したものか。
　　　  ・ 現行の手法について、採算性や持続可能性の点で問題はないか。
      2.上記、費用対効果の検証のうち、特に、地方創生に資する内容がある場合には、以下別枠（１－２．地方創生に資する公社等の有効活用）に記入すること。
      3.費用対効果が乏しいと認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含む見直しを行う必要があるため、以下（２．費用対効果に係る見直し内容）を記入すること。

公社等見直し計画

様式４（費用対効果、地方創生）



Ⅴ　その他取組状況

１．情報公開の取組状況　［県民に対する情報公開が積極的に行われているか確認］

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

□ 有
□
■

２．監査の結果等　[県や各指導監督機関による監査等の結果とその対応が適切になされているか確認]

３．その他取組状況・特記事項

(注) 本計画に記載していない公社等見直しに係るその他の取組や、特に記載を要する事項があれば、記入すること。

(注) 各項目について公表の有無のいずれかを■とすること。公表していない場合、その理由を明らかにし、公社等に対しインターネット等の活用による公表を含め、情報公開を積極的に行う
      よう助言・指導すること。また、公表資料について、添付すること。

項目 実施年月 実施機関等 左記に対する対応状況監査等の結果（指摘事項等）

外部監査 ― ― ―

第三者評価 H29.2

県行政支出
点検・行政
改革推進委

員会

県や関連機関と密接な連携を推進
し、健全な経営に努める

―

経営健全性を確保したうえで、地域産業の技術支援の
専門機関として継続（県・関係機関との連携を推進）

（様式５） （（公財）山形県産業技術振興機構）

　　ホームページアドレス： http://www.ypoint.jp/

公社等見直し計画

中期経営改善計画等
無
策定無

項目

定款（公社等の設立目的）、事業内容

事業報告書、貸借対照表、正味財産増減計算書（損
益計算書）、事業計画書、その他財務諸表

公表の有無（注）

(注) 各監査結果について、是正を要する指摘等を受けた場合はその内容と、それに対する対応状況について記入すること。

公表の手段（公表していない場合はその理由、公表予定時期等）

ホームページによる公表

ホームページによる公表

―

法令等による
指導監査

R2.9 県 ―

県監査委員監査 R3.11 県監査委員 ―

特段の問題は認められない。

総体として適正に処理されていると認められた。

様式５（その他）

http://www.ypoint.jp/

